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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年11月11日

【四半期会計期間】 第97期第３四半期(自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日)

【会社名】 大倉工業株式会社

【英訳名】 Okura Industrial Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 髙濵 和則

【本店の所在の場所】 香川県丸亀市中津町1515番地

【電話番号】 丸亀0877(56)1111番 (代表)

【事務連絡者氏名】 代表取締役常務取締役 コーポレートセンター担当兼経理部長 豊田 員史

【最寄りの連絡場所】 東京都豊島区東池袋３丁目13番２号

【電話番号】 東京03(6912)5041番（代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員東京支店長 安部 昭男

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

大倉工業株式会社 東京支店

　(東京都豊島区東池袋３丁目13番２号)

大倉工業株式会社 大阪支店

　(大阪市西区立売堀１丁目３番13号)

（注）上記支店は金融商品取引法の規定に基づく備置場所ではありませんが、

投資者の便宜のために備え置き縦覧に供するものであります。

決算短信 （宝印刷）  2016年11月09日 08時58分 1ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



2

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

第３四半期
連結累計期間

第97期
第３四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (百万円) 63,554 64,471 85,996

経常利益 (百万円) 1,576 3,332 2,326

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,023 3,212 1,191

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,167 1,915 1,756

純資産額 (百万円) 38,116 40,204 38,739

総資産額 (百万円) 85,696 84,709 87,801

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 17.16 53.87 19.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.5 47.5 44.1

回次
第96期

第３四半期
連結会計期間

第97期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.54 30.02

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出の低迷や個人消費の停滞は続いているものの、年初から

進んだ急激な円高・株安に一旦歯止めがかかったことや公的需要の下支えもあり、景気は徐々に上向いていく兆し

が表れてもまいりましたが、まだ全体としては当面は横ばい圏内を脱し切れていない状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループでは、合成樹脂事業やその他事業を中心に売上高が増加したため、当第３

四半期連結累計期間の売上高は644億７千１百万円と前年同四半期比1.4％の増収となりました。

　利益面では、合成樹脂事業における原材料価格低下の影響等により、営業利益は34億６千５百万円（前年同四半

期比102.1％増）、経常利益は33億３千２百万円（前年同四半期比111.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は、遊休資産の譲渡に伴う特別利益計上により32億１千２百万円（前年同四半期比213.8％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

〔合成樹脂事業〕

　新規顧客獲得に向けて営業活動を強化した結果、シュリンクフィルムを中心に販売数量が前年同四半期比4.0％増

加しました。しかしながら販売単価引き下げの影響により、売上高は358億６百万円（前年同四半期比1.8％増）に

とどまりました。営業利益は、足下では原油価格が上昇しているものの、当四半期連結累計期間までは原材料価格

が総じて落ち着いていた影響に加え、不採算製品の見直しや歩留り改善等の固定費削減にも努めた結果34億５千９

百万円（前年同四半期比49.3％増）となりました。

〔新規材料事業〕

　スマートフォン市場の成長が鈍化している影響により、売上高は182億３千４百万円（前年同四半期比2.2％減）

となりました。一方、営業利益は当四半期連結累計期間より生産を開始した新用途製品の拡販に加え、新工場にお

いて歩留り改善や固定費削減に努めた結果７億円（前年同四半期比176.8％増）となりました。

〔建材事業〕

　パーティクルボードがフロア関連向けを中心に堅調に推移したことにより、売上高は60億２千５百万円（前年同

四半期比3.4％増）となりました。営業利益は、増販効果に加え、接着剤等の原材料費が低下した影響等により６千

９百万円（前年同四半期は営業損失７百万円）となりました。

〔その他〕

　住宅着工数の増加を背景に木材加工（プレカット）事業並びに宅地造成及び建物建築事業が着実に伸びました。

また、ホテル事業では閏年に行われる四国遍路の逆打ちと３年毎に行われる瀬戸内国際芸術祭の集客効果が重なり

順調に推移しました。その結果、売上高は44億４百万円（前年同四半期比12.7％増）となりました。営業利益は、

コスト削減に努めた効果に加え、前年同四半期に多額の貸倒引当金を積み増した反動増もあり４億７千４百万円

（前年同四半期比82.6％増）となりました。

(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は６億７千３百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,108,000

計 140,108,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,074,351 62,074,351
東京証券取引所
(市場第一部)

(注)

計 62,074,351 62,074,351 ― ―

(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

― 62,074 ― 8,619 ― 9,068

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日である平成28年６月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,444,000

― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 59,056,000 59,056 同上

単元未満株式 普通株式 574,351 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 62,074,351 ― ―

総株主の議決権 ― 59,056 ―

(注) 単元未満株式数には、当社保有の自己株式870株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　大倉工業株式会社
香川県丸亀市中津町

1515番地
2,444,000 ― 2,444,000 3.94

計 ― 2,444,000 ― 2,444,000 3.94

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,385 9,639

受取手形及び売掛金 25,534 22,817

電子記録債権 1,633 1,923

有価証券 56 200

商品及び製品 4,691 4,639

仕掛品 964 980

原材料及び貯蔵品 3,052 3,288

販売用不動産 156 134

繰延税金資産 145 424

その他 523 467

貸倒引当金 △22 △20

流動資産合計 44,120 44,495

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,056 17,101

機械装置及び運搬具（純額） 8,435 7,551

土地 6,489 6,472

建設仮勘定 583 432

その他（純額） 421 393

有形固定資産合計 33,987 31,951

無形固定資産 355 281

投資その他の資産

投資有価証券 8,624 6,783

繰延税金資産 83 571

その他 703 698

貸倒引当金 △72 △73

投資その他の資産合計 9,338 7,980

固定資産合計 43,680 40,213

資産合計 87,801 84,709
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,808 15,702

短期借入金 9,377 7,440

1年内返済予定の長期借入金 3,036 2,856

リース債務 568 20

未払法人税等 602 1,061

設備関係支払手形 12 5

賞与引当金 ― 630

その他 5,975 5,842

流動負債合計 37,381 33,560

固定負債

長期借入金 6,704 6,068

リース債務 20 5

繰延税金負債 140 18

退職給付に係る負債 3,755 3,850

その他 1,058 1,001

固定負債合計 11,679 10,944

負債合計 49,061 44,504

純資産の部

株主資本

資本金 8,619 8,619

資本剰余金 9,068 9,068

利益剰余金 19,133 21,898

自己株式 △833 △836

株主資本合計 35,988 38,750

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,800 1,507

為替換算調整勘定 179 159

退職給付に係る調整累計額 △237 △219

その他の包括利益累計額合計 2,742 1,447

非支配株主持分 8 6

純資産合計 38,739 40,204

負債純資産合計 87,801 84,709
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 63,554 64,471

売上原価 55,196 54,151

売上総利益 8,358 10,319

販売費及び一般管理費

販売手数料 135 156

運送費及び保管費 1,976 2,048

給料 1,488 1,510

賞与 207 292

賞与引当金繰入額 149 195

役員報酬 214 201

退職給付費用 110 94

減価償却費 116 128

研究開発費 772 673

貸倒引当金繰入額 58 △0

その他 1,413 1,553

販売費及び一般管理費合計 6,643 6,854

営業利益 1,714 3,465

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 74 76

為替差益 12 ―

雑収入 92 102

営業外収益合計 183 180

営業外費用

支払利息 200 147

為替差損 ― 118

持分法による投資損失 95 ―

雑損失 26 48

営業外費用合計 321 313

経常利益 1,576 3,332

特別利益

固定資産売却益 22 1,303

特別利益合計 22 1,303

特別損失

固定資産除売却損 99 270

投資有価証券評価損 ― 0

特別退職金 5 8

特別損失合計 104 279

税金等調整前四半期純利益 1,494 4,356

法人税、住民税及び事業税 643 1,454

法人税等調整額 △172 △309

法人税等合計 470 1,144

四半期純利益 1,023 3,211

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） ― △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,023 3,212
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 1,023 3,211

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 119 △1,292

為替換算調整勘定 ― △22

退職給付に係る調整額 36 18

持分法適用会社に対する持分相当額 △12 ―

その他の包括利益合計 143 △1,296

四半期包括利益 1,167 1,915

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,167 1,916

非支配株主に係る四半期包括利益 ― △1
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映さ

せる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示

の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

　（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月

１日以後に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

（固定資産除売却損）

　固定資産除売却損には、新基幹システム導入計画の見直しに伴い、これまで固定資産に計上しておりました導

入費用127百万円の除却が含まれております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

オー・エル・エス㈲ 2,097百万円 オー・エル・エス㈲ 1,672百万円

中讃ケーブルビジョン㈱ 241 〃 中讃ケーブルビジョン㈱ 249 〃

計 2,338百万円 計 1,921百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

減価償却費 3,162百万円 3,147百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月24日
定時株主総会

普通株式 447 7.50 平成26年12月31日 平成27年３月25日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月23日
定時株主総会

普通株式 447 7.50 平成27年12月31日 平成28年３月24日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 35,178 18,643 5,825 59,646 3,907 63,554 ― 63,554

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

16 ― ― 16 372 388 △388 ―

計 35,194 18,643 5,825 59,663 4,280 63,943 △388 63,554

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

2,317 253 △7 2,563 259 2,823 △1,108 1,714

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、木材加工事業、宅

地造成及び建物建築事業、情報処理システム開発事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,108百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,108百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

合成樹脂
事業

新規材料
事業

建材事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 35,806 18,234 6,025 60,066 4,404 64,471 ― 64,471

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

3 ― ― 3 374 377 △377 ―

計 35,810 18,234 6,025 60,069 4,779 64,849 △377 64,471

　セグメント利益 3,459 700 69 4,229 474 4,704 △1,239 3,465

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業、木材加工事業、宅

地造成及び建物建築事業、情報処理システム開発事業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,239百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,238百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.16円 53.87円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,023 3,212

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,023 3,212

　普通株式の期中平均株式数(千株) 59,651 59,631

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月９日

大倉工業株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 田 明 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 越 智 慶 太 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大倉工業株式会

社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大倉工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

決算短信 （宝印刷）  2016年11月09日 08時58分 16ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月11日 

【会社名】 大倉工業株式会社 

【英訳名】 Okura Industrial Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 髙濵 和則 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 香川県丸亀市中津町1515番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 大倉工業株式会社 東京支店 

  (東京都豊島区東池袋３丁目13番２号) 

 大倉工業株式会社 大阪支店 

  (大阪市西区立売堀１丁目３番13号) 

 （注）上記支店は金融商品取引法の規定に基づく備置場所ではあり 

      ませんが、投資者の便宜のために備え置き縦覧に供するもの 

      であります。 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長髙濵和則は、当社の第97期第３四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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